
抗がん剤等による健康被害の救済に関する検討会開催要綱 

 

１．概要 

医薬品副作用被害救済制度において、がん等特殊疾病への使用が目的と

されている医薬品の副作用による健康被害は救済対象外とされているが、

近年、これらの健康被害についても救済すべき旨の指摘がなされている。 

これらを踏まえ、抗がん剤等による健康被害の救済に関し、課題を整理

するとともに、今後の施策の在り方を検討するため、厚生労働省医薬食品

局長の下、法律、医学等に関する有識者の参集を求め、検討会を開催する。 

 

２．検討事項 

(1) がん患者及び抗がん剤使用に関する現状 

(2) 抗がん剤等による健康被害の救済の必要性 

(3) 抗がん剤等による健康被害の救済を行う場合の在り方 

・副作用と健康被害の因果関係の在り方 

・給付内容と給付水準、負担者と負担割合 等 

(4) その他 

 

３．構成員 

  別紙 

 

４．その他 

(1) 検討会に座長を置く。 

(2) 医薬食品局長は、必要に応じ、構成員以外の有識者の参加を求めるこ

とができる。 

(3) 検討会は原則公開とする。 

(4) 検討会の事務局は、厚生労働省医薬食品局総務課医薬品副作用被害対

策室が務める。 

(5) 本要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関して必要な事項は、検

討会において定める。 
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